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納得感で生産性が向上する柔軟な働き方の実現

テレワークソリューション ご説明資料

株式会社 日立ソリューションズ・クリエイト

□□□□株式会社 様 社外秘 開示範囲：日立グループ
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働き方改革は、「柔軟な働き方」「業務効率化」の両方を
実現しながら進めていく事が重要です。
当社は、働き方改革を加速させる2つの要素＝両輪を、
ＩＴソリューションの活用により支援いたします。

日立ソリューションズ・クリエイトの働き方改革
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働き方改革を加速する両輪を構成するソリューション

本資料の対象

働き方改革ソリューション ラインナップ
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１. テレワークの概要と導入効果

２. テレワークソリューションのご紹介
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１. テレワーク概要と導入効果

4



© Hitachi Solutions Create, Ltd. 2018. All rights reserved. 5

ICT を活用した場所にとらわれない

柔軟な働き方

制約のある人が

働けるようになることで

労働市場拡大に期待

１-１ テレワークとは
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テレワーク導入企業

2020年にむけた政府目標

※週1日以上終日在宅で就業する

11.5%

34.5%

2012 2020

3倍

4.5%

45.0%

2013 2020

在宅テレワーカー数※

10倍

テレワークデイ・月間の設定 各種助成金による推奨
東京オリンピックの開会式予定日７月２4日
に企業のテレワークを推奨
１１月を推進月間に設定

高い目標

普及促進 普及推進

１-２ テレワークの政府動向
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年商１億以上の企業の25％以上、

年商１０億以上の企業の約40％以上で導入済

出典：総務省平成27 年通信利用動向調査

11.1% 9.4%

25.2%

38.6%
44.9%

１-３ テレワークの導入状況
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出典：総務省平成2８年通信利用動向調査

非常に効果があった
または

ある程度効果があった

86.2％

56%
49%

31%
24% 22% 22% 19% 19% 16%

5%

導入企業の86％以上が効果があったと回答

出典：総務省 地方創生と企業におけるICT利活用に関する調査研究

半数以上が生産性・
業務効率の向上を実感

１-４ テレワークの導入効果
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2017年6月

タイム＆ロケーションフリーワークが正式に制度化
在宅勤務・サテライトオフィスだけでなく

勤務場所の制限を緩和しカフェなど柔軟に勤務可能

2017年１月
在宅勤務・サテライトオフィスの試用開始

効果測定・制度検討

１-５ 当社取組における導入効果
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テレワーク実施者の通勤時間

平均往復2.4時間

通勤・移動時間の
短縮に効果があった

92％

作業時間の拡張
ワークライフバランスの実現
交通費の削減 出典：株式会社日立ソリューションズ・クリエイト実績

１-６ 通勤・移動時間の短縮
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静かな環境で
集中力が向上した

46％

1月 2月 3月 4月 5月

残業時間は減少傾向

→継続した生産性向上

導入前 導入後

テレワーク導入前後の
平均残業時間

テレワーク実施者の残業時間

導入前からの残業削減率

26％

出典：株式会社日立ソリューションズ・クリエイト実績

１-７ 生産性の向上
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離職防止に効果を発揮
人財確保にも有効に作用

子育てや介護
でも両立できた

34％

• 介護をしながら働けた
• 子供が病気でも在宅で働けたので仕事を休
む必要がなかった

• 子供の学校行事参加による年休取得を減ら
すことがでた（半休または１～２時間の私
用外出で対応可能）

• 家族がインフルエンザで出勤停止となった
が年休を取得せずに看護と仕事を両立する
ことができた

出典：株式会社日立ソリューションズ・クリエイト実績

１-８ 育児・介護との両立
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従業員

進捗管理や評価がしづらい・・・
在宅部下の管理能力が問われる・・・

管理者

「そばにいない」ためおきる不安のスパイラルで導入が停滞する

サボっていると思われていない？
成果を気にして働きすぎてしまう・・・

不安になるなら会社で働いた方が安心

自分の部下には出来れば出社して欲しい

１-９ テレワーク導入に対する企業課題
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納得感

生産性
向上

生産性
低下

モチベーション

納得感【なっとくかん】

他人の考え・行為を理解しもっともだと認め、理解より深く同意した状態。

納得感は労働者がモチベーションを誘引するインセンティブとして重要であ

り労働生産性向上につながる。

管理者と従業員の双方に「納得感」が深まり「生産性向上」

「そばにいない」から「見えない」をソリューションで「見える化」

１-10 弊社が提案するテレワークソリューション
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２. テレワークソリューションのご紹介
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従業員 システム・
ネットワーク

１
柔軟な
ワークスタイル

２ 業務
の見える化

３ プロセス
の見える化

４ プロセス
の分析

５ AI活用による
予測

管理者

他システム
（SFA等）

リモートアクセス 社内システム

業務報告システム 業務報告システム

各ログ取得システム

BI

AI

業務ログ
管理

業務報告
履歴管理

組織に必要な納得感に応じて段階的・部分的に導入可能

納得感
の深耕

Step

報告

承認

２-１ テレワークソリューション導入ステップ



© Hitachi Solutions Create, Ltd. 2018. All rights reserved.

従業員

管理者

17

課題

解決

セキュリティや環境、費用がネックとなりオフィスでしか仕事ができない

リモートアクセスを活用することでどこでも働けるワークスタイルを実現

で解決

月額1,500円/1ユーザからのASPサービス
手持ちのPC、タブレットをBYODとしても活用可能

リモート端末は画面転送だけでデータ保存不可
ウィルスに狙われにくい仕組みを実現

自宅で会社のデスクトップ環境を利用可能
セキュアに生産性を落とさず作業

リモートアクセス接続可能時間帯を設定可能
深夜の作業禁止により長時間労働を是正

効率的な作業のため自宅でも会社の
ファイルサーバやシステムを利用したい

PCの紛失やウィルス感染など
セキュリティが不安

サーバやパソコンなどの機器購入に
導入費用の高額化が心配

在宅だと成果を示しづらく
かえって過重労働になってしまう

テレワーク導入時の課題
リモートアクセスシステム

Step１ 柔軟なワークスタイル
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課題

解決

テレワークではコミュニケーションが低下し作業状況が把握できない

報告・承認プロセスのシステム化により業務の見える化を実現

作業状況が把握できない環境 作業状況が把握できる環境

評価に対し従業員と管理者が共に納得

適切な管理・監督

孤独感の解消

従業員 管理者

開始前 作業計画を報告 指摘・修正依頼

終了後 進捗・時間等報告 確認・指摘・承認

従業員が正しく評価して貰えるか？

管理者が正しく評価出来るか？不安

活用により詳細な報告環境を簡易に構築可能

承認機能を標準搭載

繰返すことで納得感も向上

不安解消には
オフィス勤務以上に詳細な報告要

業務報告システム

タブレットやスマホでいつでもどこでも報告可能な仕組

Step２ 業務の見える化
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課題

解決

テレワークの業務報告は主観的な情報に頼るため説得力に欠ける

ログを活用しプロセスを見える化することで客観情報により納得感が向上

テレワーク環境

業務の見える化

最低限の作業見える化

時間の正確な見える化

高度な作業見える化 Illegal View

長時間残業改善
ソリューション

客観ログ取得
ソリューション

製品名納得感向上 取得ログ

接続・切断時刻

業務報告内容
報告・承認時刻

ログオン・オフ時刻
キー・マウス操作ログ

GPS等による打刻時刻
（客観打刻情報）

アプリケーションログ
不正監視ログ
画面キャプチャ

Step３ プロセスの見える化
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働く 収集

分析対策

20

課題

解決

残業時間の是正は生産性を向上しないと作業がオーバーフローしてしまう

収集したログを分析しPDCAを進めることで組織全体の生産性向上を実現

納得感ある評価

生産性の向上

業務報告から時間当たりの処理件数を算出す

ることで生産性を判断（ベンチマーク化）

キーボードやマウス操作のログから作業の

妥当性を判断

業務報告やログオン・オフログから稼働率を

算出し作業平準化の必要性を判断

業務・業種に応じたKPIを算出し生産性向上

の施策を実施

働き方改革で想定されるログ分析

Step4 プロセスの分析
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Step4 生産性向上を目標としたKPI（例）

21

業種 モバ
イル

在宅 KPI 参照ログ

営業 ● 訪問時間率 訪問時間（快作レポート＋）／総労働時間（リシテア）

● 受注効率 受注額（販売管理）／総労働時間（リシテア）

研究・開発 ● 特許出願効率 総労働時間（リシテア）／特許出願数（快作レポート＋）

システム開発 ● 開発生産性 開発ステップ数／労働時間（リシテア）

顧客サポート ● 平均処理時間 総労働時間（リシテア）／処理件数（快作レポート＋）

企画・調査 ● ● 企画効率 総労働時間（リシテア）／企画採用数（快作レポート＋）

販売・サービス ● 会員獲得率 会員数／総労働時間（リシテア）

経理・会計 ● 月次決算処理時間 月次決算総労働時間（リシテア）／月次決算処理日数

人事・労務・総務 ● 人財採用効率 総労働時間（リシテア）／採用人数

各種ログを活用することで生産性の具体的な分析を実施しPDCAを可視化可能
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Step4 弊社営業統括本部でのBI活用状況

22

営業の働き方改革の進捗状況を独自に調査・分析

サテライト活用による訪問時間増減調査

働き方改革に係わる独自アンケート

施策に関する実行効果を測定
訪問時間率の増加＝受注増加となるか
検証を継続実施中

施策単位にメリット・デメリットを調査
デメリットの解決提案等に活用

働き方改革の効果を「折衝率向上」等の視点で分析・PDCAを実施予定
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メールの送受信履歴

【メール送受信履歴を活用した残業予測】

【各種ログを解析しコミュニケーションの活性度を予測】
テレワークは、疎外感がありコミュニケーションが低下する可能性があります。各種ログをディー
プラーニングしコミュニケーションが低下しそうな予測をすることで、コミュニケーション低下に
よる効率の低下や離職率の上昇を事前に防ぐことが可能となります。

報告書の送受信履歴

コミュニケーション
が落ちそうな予測

管理者
アラートメール受信

コミュニケーション
を見直すことで効率
低下を事前防止

テレワークは、作業進捗がつかみづらいので作業者の残業予測も難しくなります。メールの送受信
履歴等、その業務に相関を及ぼす業務をディープラーニングし次月の残業を予測することで、作業
の平準化等の施策を打つことが可能となります。

メールの送受信履歴
次月の残業が増加し
そうな予測

管理者
アラートメール受信

作業の平準化等の見
直しを行うことで残
業増加を事前防止

課題

解決

業務が多忙で事前に生産性低下を察知できないので働き方改革が進まない

AIを活用し収集した情報から有効な予測を実施し働き方改革を推進

Step5 AIを活用した予測（案）
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課題 解決

⚫ 全社で働き方改革を推進する中
でまず営業業務効率化を検討

⚫ 情報システム部は負荷が高く導
入にあたり作業時間を割けない

⚫ 営業は外出先で作業可能となり
直行直帰可能な業務改善を実現

⚫ 情報システム部の作業負荷が
ほぼない状態での導入を実現

営業員のテレワークを
情報システム部の負荷を最低限におさえ実現

●これまでの営業員の働き方

パソコンを持ち出すことが出来ないことによりオフィスに戻る必要
・システムによる見積作成等の作業は社内で行い印刷して持ち出す必要がある
・メールのチェックをするために会社へ一度戻らないといけない

●導入後の営業員の働き方

外出先で作業を推進することで直行直帰による効率化を実現
・取引先との実績データチェックや見積作成を訪問前に社外で実施しタブレット提示
・メールは外出先でチェック、その場で回答

当社導入事例
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当社での導入のポイント

コスト
パフォーマンス

●サービス型の導入により情報システム部の負荷を最低限で実現

機器導入による導入は、情報システム部に以下のような作業が発生し負荷が増大します。
・設計・サーバ構築・クライアント構築等の初期導入工数
・人事異動によるアカウント追加等の作業工数
・サポートや機器保守等の運用工数

DoMobile ASＰサービスでの導入により情報システム部はサポートの一次回答のみ対応。
・サービス型なので初期導入工数は不要！クライアントインストールのみ。
・アカウント追加・削除は専用窓口で受付し当社へ依頼
・情報システム部はサポート受付と一次回答を担当

国内
の安心

情報システム部の運用負荷も
含めたコストを検討した結果
からサービス型での導入によ
り早期に柔軟な働き方を実現

DoMobileは当社が2002年より
提供している歴史あるソフトで
安定したサービスであること、
国内サーバで運用していること
から継続的な利用が出来る

当社導入事例
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テレワークは各種助成金を受けることが可能です。
当社ＨＰにも情報公開しておりますので是非ご活用ください。

＜助成金活用について＞
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無償で２０日間の試用を受け付けています。

テレワークの評価、試験運用等に活用下さい！

当社ＨＰの「無料体験版はこちら」から申込み
http://www.hitachi-solutions-create.co.jp/solution/feature/domobile/index.html

＜試用について＞
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株式会社 日立ソリューションズ・クリエイト

0120-954-536
受付時間 10:00～17:30 月曜日～金曜日（祝日、当社休業日を除く）

電話でのお問い合わせ

メールでのお問い合わせ

hsc-contact@mlc.hitachi-solutions.com

お問い合わせ
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表示に関する注意事項
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◼他社商品名、商標などの引用に関する表示

・「快作レポート＋」「DoMobile」は、株式会社 日立ソリューションズ・クリエイトの登録商標です。

・「Illegal view」は、株式会社 ケイディティエス の登録商標です。

・その他記載の会社名、製品名などは、それぞれの会社の商標もしくは登録商標です。

◼サービス・製品の仕様に対する表示

本資料に記載しているサービス・製品の仕様は、2018年5月現在のものです。

サービス・製品の改良などにより予告なく記載されている仕様が変更になることがあります。

◼お問い合わせ情報について

ご相談、ご依頼いただいた内容は、回答などのため、
当社の関連会社（日立ソリューションズグループ会社）および
株式会社日立製作所に提供（共同利用含む）することがあります。
取り扱いには十分注意し、お客さまの許可なく他の目的に使用することはありません。


